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書評
解放出版社
田中 充「日本経済と部落産業
—中小企業問題の一側面ーー』
巽
?
晴
1 本書の特徴
現代はボーダレス社会といわれるように，諸民族，諸国民が自由•平等に交流しあい，
日本経済もまたグローバルな市場経済の発展のなかで大きな地位・役割を占めてきてい
る。しかしこのような現象の実態を直視し分析すると，そこには人類にとって，また国民
経済の発展にとって許し難い重要な問題がみられる。 1つは，国際的な人権擁護の問題で
ある。自由•平等な交流という名のもとで，差別・偏見・憎悪が依然存在し再燃しつつあ
る。事態の重大さと根深い深刻さが感じられる。もう 1つは，国際的な市場経済のもとで
の公正で自由な競争秩序の確立の問題である。企業間の競争と交流・協調がいわれるなか
で．「大企業の優越的地位の乱用」にともなう中小・零細企業へのしわよせと企業間格差
の拡大化である。確かに中小・零細企業で成長し発展しつつある企業もみられる。しかし
産業構造の変化（構造調整）で放置され，切り捨てられる企業もある。
このような2つの問題性が，現在においてもなお集中的にあらわれているのが部落産業
である。古くして新しい「差別の再生産」と深刻な中小企業問題という二重の解決困難な
問題性を荷なわされているのである。著者は産業経済学の専門家として，恒につぎのよう
な問題点を指摘しつづけてきた。すなわち，国際的観点から大企業と中小企業の望ましい
関係の樹立を究極の目標としているが，現実は中小・零細企業を犠牲にして大企業が発展
しているといった問題性がますます表面化している。ことに「中小企業層の最末端に部落
の人びとの産業・労働力が不当な差別によって成立させられ，また， H本経済の発展に利
用されてきている」ということである。
本書は，このような重大な時機に重要な課題に対し，多年研究してこられた著者が，ヒ
ューマニズムと人道主義的立場から， 日本経済における部落産業の存続•発展がいかに重
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要であるかを，中小企業問題の一側面として把えながら，実態を基礎に歴史的かつ平易に
解明し，問題解決の方向を示している。
2 本書の構成と内容
(1) 構成
本書は大別するとつぎのように3章と，それらの実証的な基礎分析としての「補論」か
ら構成されている。
第1章 日本経済発展の特質と差別をめぐる諸問題
第2章国際化の進展と部落産業問題
第3章 日本の経済社会と部落産業問題
補論大阪における皮革靴製造・卸・小売業の実態調査研究
(2) つぎにその内容を要約的に解説していくことにする
最初に著者は，この伝統産業であり地場産業でもある部落産業が， 日本経済のなかでど
のような立場におかれ，今後どうなっていくかという点をきっかけに，部落産業とのかか
わり合いが始まったとしている。そして第1章の「1. わが国社会の歴史的発展と差別問
題」では，徳川封建時代の身分制度が「差別体制」として固定化され， 1871(明治4)年
に『解放令」が出され，昭和に入って「同和対策」が実施されるようになったが，「差別」
は解消されずむしろ再生産されてきているとして， 「差別」の本質的目的を， 政治的な分
断支配と経済的搾取以外の何ものでもないとしている。具体的に「2. 就業・採用をめぐ
っての問題」で，間違った偏見・予断で差別し，就職の機会均等が奪われることは人道上
許せないと指摘している。ついで「3. 現代日本における経済社会の問題」を取り上げ，
二重構造についての論争と階層分化の進行を説明し， 「4. 二重構造と経済的差別をめぐ
る問題」で， 1965(昭和40)年8月の同和対策審議会「答申』では，現実の部落問題の経
済的側面を，わが国産業経済の「二重構造」という構造的特質のなかでとらえ， 「同和地
区の産業経済はその最底辺を形成し，わが国経済の発展からとり残された非近代的部門を
形成している」としている。しかし「最底辺を形成している」 というよりもむしろ，「形
成させられている」，「しずめ石として置かれているのだ」とみるべきであると指摘してい
る。「5. 日本資本主義と部落産業問題」では， この日本の経済発展一日本資本主義の発
展過程は， 差別を再生産してきたとして， その発展の特質との関連で4つの時期に分け
て考えている。すなわち，第1の時期， 1871(明治4)年の『解放令』の時期。解放とい
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うことで何らの生活上の保障もなく，低賃金で産業労働として利用するという「差別の再
生産構造」が形成された。この実態を具体的な部落産業について述べている。第2の時
期，「同和対策事業特別措置法」 1969(昭和44)年が， 10年の時限立法で施行された時期
である。「同対審」答申が， 同和地区の社会的・経済的諸問題を解決する基本的な方策を
示した時期であり，経済政策面では二重構造の解消が政策課題となり，『中小企業基本法』
が制定され『近代化促進法」による中小企業の上層育成・下層放置・切り捨てが進行し
た。第3の時期，『特別措置法」が 3年間延長されたが1982年期限切れになり， 高度成長
の反動による不況の時期である。国際的にアメリカでの人道主義的な支援対策の実情を示
し，日本ではこうした「人道主義的立場」は後退し，競争による冷酷な「経済効率主義的
立場」の下で，真の抜本的施策は行われていないと指摘している。第4の時期，サービス
経済化が進展してくる時期である。部落産業の中小・零細業者にとって重要な繁栄の道で
ありながら，部落外資本の進出で発展が阻害され，生計の場が奪われ困難性が増してきて
いると指摘している。「6. 中小・零細企業としての部落産業問題」として， 一般的な中
小・零細企業の特質を示すとともに，部落産業の実態（皮革靴製造業）を基に，それが成
長産業として発展させていくためには，① 高度化資金など育成のための産業政策だけで
なく，社会保障• 生活保障もしていかなければならないとしている。 ② 「同和」という
言葉が「新法」では「地域改善」となり， 「周辺地域の住民との公正な一体性」というよ
うに変わってきている。したがって国民1人ひとりがより一層自分自身の問題として取り
上げていく必要があると強調している。最後に「むすびにかえて」で，日本経済の発展を
支えている中小・零細企業を一層援助し伸ばしていくことは，競争原理とも両立するもの
であり，そのため企業の経営者，従業員と行政とが一体化していくことが重要であるとカ
説している。
第2章では，「1. 戦後日本経済の発展推移」について， とくにそのなかでアメリカの
「円借款」を返すため， 日本経済を担う輸出中小企業・部落産業が一生懸命働いたが，
1971年のドルショックで深刻な影響をうけたことが述べられている。ついで「2.同和対策
の意義と問題点」で，『同和対策事業特別措置法』 (1969年7月10日から10年間の時限立法
で制定され， 1982年3月末まで3年間延長）から「地域改善対策特別措置法』 (198砕三4
月1日~1987年3月末）へ変わり，さらに「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特
別措置に関する法律』 (1987年 4月1日~1992年3月末）へと後退してきていると述
ベ，二重構造の最底辺にある部落産業の中小・零細企業は援助されることなく，新しい犠
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牲・「歴史的重荷」を背負わされることになったと指摘している。そこで「3. 日本の近代
化と中小企業問題，ことに部落産業問題」では，皮革産業を例に， 日本資本主義化と差別
の再生産構造の形成を分析し，このなかで大企業を育成しても部落の中小・零細企業は置
き去りで犠牲を背負わされているとしている。「4.内外環境の構造的変化」ということ
で，「内需拡大」のなかで中小企業製品が輸入され，農産物， 牛肉， 皮革靴など伝統的な
部落産業の分野で競争が激化していることを指摘， 「皮革産業の近代化を考える研究会」
（大阪同和産業振興会皮革産業部会）では組織化による業界の体質改善・強化が説かれて
るい。
「5. 中小企業の環境変化への対応課題」では，最近中,]'il湧蒻t策が後退して「自助努力」
という名のもとに，競争社会で「なるにまかせる」といった方向へ転換してきている。そ
こで中小・零細企業一部落産業の問題に，どのように取り組んでいかねばならないかとい
うと，大企業と対等の場で競争できるような環境づくりとしての中小企業政策が必要であ
ると強調している。ついで「6. 中小企業の国際化への対応課題」として，海外との積極
的な相互の共存共栄を図る協力体制づくりについて，人造真珠業界の実例をあげ， NIES 
の追い上げのなかで研究・開発に力を注ぎ， 高級人造真珠“アイ・パール”を創出し立派
な輸出地場産業となっていることを分析している。また下請構造の変化として，高技術・
資本集約型へ下請中小企業の再編成が行われ，自ら積極的な研究・開発と，率先して海外
進出も行われていることが示され，日中友好提携・協力が説かれ，抜本的な中小企業政策
が期待されるとしている。さらに事業転換の問題をあげ，将来性のある時期に転換先分野
をよく調査・分析し積極的転換をしていくことと，その際製品転換と事業分野転換とがあ
るが，製品転換では手作りと量産化，また多角化と専門化，開発とリスクなどを見極わめ
る必要を指摘している。「7. 高度情報ネットワークと中小企業の対応課題」をあげ，皮
革靴製造・卸・小売業の実態では， トータル・ファッションということを考え，関連業界
と“業際化" . 異業種交流”が必要であり， そのための指導・育成機関の必要性とこのよ
うな企業間の交流のなかから情報ネットワークが進んでくると述べている。最後に「むす
びにかえて」部落産業の存続•発展のため，人材の確保・育成とくに若いフレッシュな大
卒労働力の採用を考え，人間性・ヒューマニズムの立場から組織化すること，その際部落
の完全解放への意識の高揚が部落産業を発展に導くと強調している。とくに国際化が進展
するなかで重要な国際的人権問題で部落の人びとこそ主導権を握れるのではないかとして
いる。また食肉産業でのバイオテクノロジーの研究・開発や，皮革産業のファッション産
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業・文化産業としての発展を図り，国際化に当って部落産業を魅力あるニュービジネスと
して，部落外資本に取り上げられることなく，存続•発展させていくことが必要であると
指摘している。
第3章では，「1 • 経済”ということについて」，「“経済”という文字の本来の意味」とい
うところから，経済—“経世済民”という言葉は，人間が生れながらにして「対等•平等」
で，快適な生活をエンジョイする権利を有することを意味している。したがってその権利
を奪うことは「差別」であり，そこに差別の本質がみられる。このような「差別」は絶対
に許されないとしている。ついで「3.現在，わが国の中小企業をめぐる諸問題」のキー
ワードとして，①二重構造・格差是正，③異業種交流，⑧新しい下請制度，④産業の空洞
化などをあげ，これらは中小・零細企業である部落産業が直面している重大問題であると
している。そこで「4.経済の二重構造と部落産業問題」を取り上げ，部落産業が二重構造
の最底辺産業だといわれるこの二重構造という用語は， 1957(昭和32)年度の「経済白
書」で問題指摘されたとして，ここでの「労働市場の二重構造的封鎖性」こそ「日本経済
の後進性， 特殊性， まさにゆゆしき差別性をはっきりとあらわしている」と指摘してい
る。しかしこの二重構造問題の本質的解決としての経済的平等一差別撤廃には全く取り組
まれず，「中規模経営の近代化・育成強化政策」が主張され， その結果最底辺の小・零細
企業，部落産業は政策対象から取り残され，苦しい立場を余儀なくされたとしている。こ
のことから「5. 生産関係にみられる部落問題」で，この経済の二重構造と部落産業問題
を，「同和対策審議会」による答申（「同対審」答申）によりながら経済的側面を解明して
いる。すなわち，「同対審」答申成立の社会的背景として， 当時高度成長で経済社会が大
きく変動していたときで，① 人権尊重の精神が強調された時期でもあり，③ 高度成長
で取り残された部落問題を，経済社会の根本問題として，国の政治的課題として，取り上
げねばならなくなった時期であるとしている。そして代表的な部落産業と業種をあげ，そ
こでの問題の本質は，基本的には社会的差別と偏見に起困しているが，具体的にはいわゆ
る「産業経済の二重構造」との関係で，産業・職業問題を認識，把握しなければならない
ことだと指摘している。「6. 最近の中小企業問題」として『中小企業白書』 (198吟三版）
を分析したのち，再び「7. 部落産業の本質と問題点」について， 1991年は「解放令』
(1871年）発布から120年目に当たり，今こそ「日本の近代化と部落産業問題」を基本的
な問題からみておく必要があるとして，『解放令」は「画期的な出来事であった」が，「実
質的な解放を保障する行政施策は行われなかった」（「同実審」答申， 1965年8月11日）。
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それは明治政府が身分解放・職業の自由化を， ヒューマニズム一人権回復の立場からでな
く，絶対君主制度のもとでの日本資本主義化という目標達成のための戦略手段として利用
されたことを説明している。そして明治政府の殖産興業政策の問題性として，一方で近代
産業＝「工場制工業」＝「近代的機械制大工業」の移入と大企業の保護・育成・奨励と，
他方でH本固有の「伝統的産業」ー「在来産業」の小・零細工業が何ら政府の援助もな
く，没落・整理・淘汰され，産業そのものまで収奪されてしまうという犠牲を余儀なくさ
れていったことをあげている。この実情を日本古来の伝統産業，ことに部落産業の衰退と・
没落として，皮革や履物などの部落産業（小・零細製造業）が問屋（商業資本）の下請の
もとで苦境に立たされている状態を説明している。そこで「8.中小・零細企業としての部
落産業問題と課題」で，部落産業の特徴と一般中小・零細企業問題を解明している。すな
わち，まず部落産業の特徴を，「同対審」答申に付された「産業・職業部会報告」を通じ
て，つぎのように要約している。① 経営面における零細過小性・世襲的生産・家族的経
営，② 労働面における家族労働を中心とする数人の雇用労働力，③ 生産設備，技術，
雇用関係面における近代化の著しいおくれ，④ 労働環境面における経営と労働，職場と
住居の未分化（同和対策審厳会「産業・職業部会報告」， 部落問題研究所編「同和行政の
理論と実際」 1969年4月350~351ページ参照）。そして部落産業は規模・業種からみて一
般中小・零細企業に属し，その特徴から一般中小・零細企業問題に直面しているとして，
① 生産組織，形態，経営規模の中小・零細性，③多種少量生産，⑧ 労働集約性，④
金融資金難，⑥ 下請・家内職的性格，⑥ 問屋依存型，⑦ 乱立→過当競争→窮乏化，
⑧ 協業・組織化・業界再編成などの問題をあげている。このように部落産業は，地場産
業＝産地企業として一般中小・零細企業問題に直面していると同時に， 「差別」の本質と
しての「政治的分断支配」と「経済的搾取」の対象とされている。部落産業問題は，この
二重の問題性の解決に取り組む必要のあることを強調している。 「9. 最近の中小企業問
題」として，『中小企業白書』 (1990年版）を分析し，国際的比較などを通じて高度情報化
時代に対応した部落産業への抜本的施策の必要性を強調している。 「10.企業（工業）経
営の組織・形態の発展的推移と部落産業」を取り上げ，企業（工業）経営の組織や形態が
どのように移り変わってきたかを解明している。 (1) 手工業組織。手工業組織としての部
落産業の問題点を，製靴業の実態を分析して，伝締的で代表的な部落産業としての製靴業
は，① 過去からの不当な差別のなかで苦悩に満ちた産業であるとともに，②全く新しい
意味での文化的日用必需品製造業へ発展する可能性をもつ将来性のある産業としての両面
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をもっている。しかし現実は，良質の手縫い靴として高い技術を誇っていた業者も，量産
性の安い機械製造靴との競争に負け，また自由化でイタリア，スイス，フランス，韓国，
中国からの輸入も増大し，加えてファッション業界からの参入もみられ，厳しい環境にお
かれている。したがって抜本的な対策が必要であると強調している。 (2) 家内工業組織。
注文生産から間接的生産ということで，商業資本一問屋の機能（問屋制下請け問題）が，
(3) 手工的工場組織（マニュファクチャー）とともに，グロ＿ブ・ミット製造業や皮革靴
産業をあげて分析し，抜本的で手厚い政策が望まれるとしている。ついで (4)工場制工業
組織（大機械工場制の出現）， (5) 家内工業化的工場組織。「近代的大工業」による「前近
代的小零細手工業」の駆逐・淘汰か，ブラシ産業，マッチ産業について述べられている。
最後に「1.部落の経済生活基盤としての産業・職業および労働」について，まず部落の
地域的性格による類型のなかで問題点を示している。すなわち， ① 生活の基盤になる
産業一部落産業をもち，それを中心に地域共同体としての集団的性格を顕著に示している
地域で，被差別部落としての典型的な社会的性格と問題点を示し，そこには資本主義の一
般的な構造的矛盾と同時に，被差別部落特有の構造的矛盾をもっている。R そうでない
雑業によって生計を立てねばならない地域で，形態的には生活窮乏化しつつある部落であ
る。③ 伝統的な職業・技術一専門的熟練労働に特化した地域で，平井清隆氏の研究・分
析を簡単に紹介している。つづいて，「再録①」中小・零細企業としての部落産業問題と
課題。「再録②」 90年代を生きぬく中小企業とは。の2つの小論文が掲載されている。補
論大阪における皮革靴製造・卸・小売業の実態調査研究では，当業界を一般的には中小
・零細企業として，具体的には伝統的部落産業として基本的に認識把握し，そこでの特質
や問題点などを実態に即して指摘している。すなわち，当業界が現在かかえている問題点
について，製造業部門では婦人靴メーカー，紳士靴メーカー，その他に分けて，商業・流
通部門では靴卸，皮革卸，靴小売，材料商に分けて，① 経営上の問題点 ③ 人材・後
継者養成⑧ 業界情報・ファッション情報の収集の各項目にわたって問題点を示し，予
備調査から本調査になって一層状況が悪化し苦境に追い込まれているとしている。そこで
「業界の今後の事業方針（経営）と対策課題」，を調査・分析し，当産業を代表的な部落産
業として基本的に認識し，抜本的な保護・育成政策の必要性を強調している。そこで ① 
単に皮革製造・卸・小売業界のみでなく原材料など相関連する異業種業界とを総合的に結
びつけて認識把握する必要のあること。③今後，労働者・職人・従業員の側面に力点を置
いた調査研究が必要であること。⑧ 当業界を含めいわゆる部落産業をめぐる環境の変化
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との関係で問題点を把握し，新たな施策を立てること。④ 今後一層組織的・総合的で定
期的な調査研究が必要で，それを通じて関連行政・指導機関等に要請し実践化していくこ
とである。中小・零細企業としての伝統的部落産業の存続•発展を図るためには，業者自
身の絶えざる努力と，国家・地方自治体等行政側の手厚い施策が，一体となって絶えずフ
イードバックしながら補強されてこそ達成されるものである。それでこそ「国の責務」を
果すことになり，「国民的課題」である「部落完全解放」への真の取り組みであると言え
ると強調されている。
3 本書へのコメント
(1) 本書は， 『日本経済と部落問題一中,]"1'.lミ業問題ー側面ー」となっているように，
日本経済の発展のなかで部落産業の実態を基礎に今後の存続•発展を，中小企業問題の一
側面から解明している。 しかし， 『同対審」答申でも指摘されており，著者も本文でしば
しば強調しているように， 中小・零細企業が大多数を占めているこの部落産業は， 「歴
史的伝統と差別の社会経済構造」によって，わが国産業・経済における「二重構造の最底
辺産業」として位置づけられている。したがって部落産業の存続•発展をはかることは，
わが国中小企業問題解決の最も基本的課題をなすものといえる。部落産業は，人権擁護問
題（差別の撤廃，部落完全解放）と， 日本経済の資本主義的発展による大企業の優越性よ
りするしわよせという二重の解決すべき課題を荷っている。すなわち部落産業問題は，
独占資本主義経済における一般中小企業問題解決の困難性に加えて，さらに差別という人
為的な政策面からの放置，整理・淘汰，切り捨てという深刻な問題を背負っているのであ
る。このことは代表的な部落産業である皮革靴製造業・卸・小売業の実態調査で分析され
ているように，皮革靴製造業は国際的な自由化の進展で， イタリアをはじめ海外諸国か
らの輸入品と，部落外大資本の進出で競争が激化し，予備調査時点より本調査時点の方が
より一層業界の状況を悪化させ苦境に追い込まれてきていることを実証している。このこ
とから言えることは，部落産業がH本経済の発展と国民生活に欠かせない重要な日用品を
生産する産業であり，またファッション産業として文化的・芸術的な創造性と将来性をも
つ産業であるにもかかわらず，この陽のあたる産業から排除されつつあり，そして経済的
に不利な分野へ，制限された仕事へ追いやられつつあるという不当な差別を受けつつある
ことを示している。
したがって著者は，ヒューマニズムと人道主義的立場から，単なる経済効率主義の経済
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政策ではなく，社会政策的見地をも含めた手厚い抜本的施策を長期にわたって行われなけ
ればならないことを強調している。同時に部落産業の望ましい存続• 発展のために，一般
中小企業問題の解決のみならず，その基本的な部落完全解放という国民的課題の解決へ向
って，国民1人ひとりが自分自身の問題として自覚して努力する必要のあることを力説し
ている。
(2) 今後の研究課題として，部落産業問題の実態を歴史的に，また伝統的・代表的な産
業・業界などについて一層本質的にアプローチし，その国民経済への役割の重要さを実証
することを挙げている。そのため部落産業の現状・問題点を具体的に調査研究する機関一
「産業経済・人権問題研究センター」の設置などが，現実的課題となってくることを指摘
されている。その際今後とくに重要と思われることは，人材育成である。この面から国内
外の各種教育機関および試験・研究機関との関係を緊密にしながら，世界に誇れる伝統的
地場産業へ存続•発展させていく人材が，極めて重要であり，その実現が期待される。さ
らに部落差別の不当性を指摘しながら， 抜本的で積極的な育成・奨励策のビジョンとそ
の実施計画を行政側に提言し，「国民的課題」である「部落完全解放」の実現のため， 部
落解放「基本法』の制定・実現に向って，部落の人びとが現在の変動しつつある産業社会
を乗り切っていくための活力を発揮するよう，その土痕づくりに一層努力したいという意
欲を示しておられる。
このように本書は， 国民1人ひとりが日本経済における部落産業問題の重要性を理解
し，その存続•発展に努力することを願って書かれた意欲的で，かつ説得力のある好著で
ある。著者の行間からあふれる熱意に敬服しながら，本書が広く読まれることを期待した
い。
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